
 
 

 財 務 諸 表 に 対 す る 注 記  

 

１.重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券 

時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算

定）によっている。 

(2) 引当金の計上基準 

  賞与引当金・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期 

に帰属する額を計上している。 

  退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に 

基づき当期末において発生していると認められる額を計上している。 

(3) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２.追加事項 

貸借対照表内訳表及び正味財産増減計算書内訳表について 

当財団は、公益目的事業以外の事業を行っていないので、貸借対照表内訳表及び正味財産増減計

算書内訳表は作成しておりません。 

 

３.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。   

   （単位：円） 

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

 基本財産        

普通預金 5,600,000 0 0 5,600,000 

  投資有価証券 4,734,000,000 583,200,000 0 5,317,200,000 

  動産資産（楽器 violin） 194,400,000 0 0 194,400,000 

小   計 4,934,000,000 583,200,000 0 5,517,200,000 

 特定資産      

  指定奨学給付積立資産 128,138,631 6,994,637 0 135,133,268 

  奨学給付積立資産 110,000,000 0 0 110,000,000 

  退職給付積立資産 0 920,000 0 920,000 

小   計 238,138,631 7,914,637 0 246,053,268 

合   計 5,172,138,631 591,114,637 0 5,763,253,268 

 



 
 

４. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳  

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                        （単位：円） 

科     目 当期末残高 

（うち指定正味

財産からの充当

額） 

（うち一般正味

財産からの充当

額） 

（うち負債に対

応する額） 

 基本財産        

   普通預金 5,600,000 (5,600,000) (0) － 

   投資有価証券 5,317,200,000 (5,317,200,000) (0) － 

   動産資産（楽器 violin） 194,400,000 (194,400,000) (0) － 

小   計 5,517,200,000 (5,517,200,000) (0) － 

 特定資産       

   指定奨学給付積立資産 135,133,268 (135,133,268) (0) － 

   奨学給付積立資産 110,000,000 (0) (110,000,000) － 

   退職給付積立資産 920,000 － － (920,000) 

小   計 246,053,268 (135,133,268) (110,000,000) (920,000) 

合   計 5,763,253,268 (5,652,333,268) (110,000,000)  (920,000) 

 

 

５.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

内訳 金額 

経常収益への振替額   

基本財産運用益の振替額 126,205,363 

合   計 126,205,363 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

６.退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要       

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。  

            

(2) 退職給付債務及びその内訳       

① 退職給付債務 920,000 円    

② 退職給付引当金 920,000 円     

        

(3) 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用             254,000 円 

② 会計基準変更時差異の費用処理額 666,000 円 

③ 退職給付費用(①＋②） 920,000 円    

  

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項         

退職給付債務は、期末自己都合要支給額に基づいて計算している。   

    

 

７．その他 

公益目的事業財産増加額等明細は、次のとおりである。   

（単位：円） 

正味財産増減計算書中科目 

公益目的事業財産増加額 

その他 計 
公益目的 

保有財産 

の運用益等 

その他 

基本財産受取利息（指定） 0 0 0 0 

基本財産受取配当金（指定） 119,880,000 0 13,320,000 133,200,000 

小計 119,880,000 0 13,320,000 133,200,000 

特定資産受取利息（一般） 0 1,263 0 1,263 

特定資産受取利息（一般） 1,980 0 220 2,200 

小計 1,980 1,263 220 3,463 

受取利息（一般） 0 0 405 405 

合計 119,881,980 1,263 13,320,625 133,203,868 

 

       



 
 

 附 属 明 細 書  

 

１． 基本財産及び特定財産の明細 

  基本財産及び特定財産については、財務諸表の注記に記載しているため省略している。 

 

２． 引当金の明細 

     （単位：円） 

科  目 
期首残高 当期増加額 

当期減少額 
期末残高 

目的使用 その他 

賞与引当金 462,280 463,620 462,280 - 463,620 

退職給付引当金 0 920,000 0 - 920,000 

 


